
 7款 労働費 1項 労政費

目 予算額
本年度の
財源内訳

節

区 分 金 額
説 明

千円 千円 千円 千円

1 労政総務費 (本年度) (国庫支出金) 2給料 2,884,618 5,871,295  1  給与費
5,877,809 542,397

3職員手当等 1,915,077

         629人

(前年度) (一般財源)

4共済費 1,071,600

6,514  2  労政諸費
5,888,087 5,335,412

8報償費 80

(比 較)

11需用費 5,504

△10,278

14使用料及び 930
賃借料

2 労政福祉費

(本年度) (国庫支出金)

1報酬 798 893  1  労働審議会費25,037 456

7賃金 280

1,578  2  労政福祉推進費(前年度) (諸収入)

8報償費 5,813

456  3  労働関係等調査費
123,464 200

9旅費 136

4,101  4  労働教育事業推進費

(比 較) (一般財源)

11需用費 4,540

5,673  5  両立支援事業費

△98,427 24,381

12役務費 561

1,533  6  労働安全衛生対策費

13委託料 1,773

4,803
  7  労働者生活資金貸付事業費補助

14
使用料及び

333

3,000  8  労働福祉事業助成費

賃借料

3,000  9  労働団体社会事業補助金

19
負担金、補

10,803助及び交付
金

3
労働センタ

(本年度) (使用料及び

1報酬 57 3,212  1  労働センター維持運営費
ー費

120,366 手数料)

8報償費 12,244 98,501
  2  かながわ労働プラザ維持運営費(前年度) 15,911

11需用費 50,365

13,375  3  労働相談等事業費

141,594 (諸収入)

12役務費 14,609

5,278  4  労働講座開催費

(比 較) 6,829

△21,228 (一般財源)

97,626

 7款 労働費 1項 労政費

(119)



目 予算額
本年度の
財源内訳

節

区 分 金 額
説 明

千円 千円 千円 千円

13委託料 41,356

14
使用料及び

1,735
賃借料

労政費計

(本年度) (国庫支出金)

6,023,212 542,853

(前年度) (使用料及び

6,153,145 手数料)

(比 較) 15,911

△129,933 (諸収入)

7,029

(一般財源)

5,457,419

 7款 労働費 2項 職業訓練費

目 予算額
本年度の
財源内訳

節

区 分 金 額
説 明

千円 千円 千円 千円

1
産業人材育 (本年度) (国庫支出金) 1報酬 26,151 728  1  職業能力開発審議会費
成費

207,777 97,447

4共済費 3,967

1,634  2  職業訓練指導費
(前年度) (使用料及び

7賃金 930

503  3  職業訓練指導員免許事業費595,848 手数料)

8報償費 8,696

30,962
  4  職業訓練生募集及び就職対策費(比 較) 1,676

9旅費 1,029

1,061
  5  職業訓練生福利厚生事業費

△388,071 (諸収入)

11需用費 12,501

8,463  6  職業能力開発推進事業費

9,503

12役務費 4,463

47,445  7  事業内訓練援助事業費

(一般財源)

13委託料 6,564

68,834  8  技能向上対策事業費

99,151

14
使用料及び

384

12,485  9  技能尊重対策事業費

賃借料

 10  視覚障害者技能習得援助事業費

19
負担金、補

143,092

24,412補助

助及び交付

11,250
 11  産業技術人材育成事業費

金

2
職業技術校

(本年度) (国庫支出金)

1報酬 66,078 87,899  1  職業技術校維持運営費
費

2,706,941 1,608,207

4共済費 7,566

1,076,500  2  普通職業訓練事業費(前年度) (県債)

230,257
  3  障害者職業能力開発事業費

1,631,647 601,000

 7款 労働費 1項 労政費 2項 職業訓練費
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目 予算額
本年度の
財源内訳

節

区 分 金 額
説 明

千円 千円 千円 千円

7賃金 4,912

8報償費 118,948

181,980  4  職業訓練手当支給費(比 較) (使用料及び

9旅費 7,398

30,749  5  人材育成支援事業費
1,075,294 手数料)

11需用費 206,922

45,185  6  職業技術校機械整備費

44,875

12役務費 48,318

3,318
  7  職業訓練指導員研修事業費

(財産収入)

13委託料 986,860

  8  西部方面職業技術校新築工事準

11,632

14
使用料及び

54,655

16,053備費

(諸収入)

賃借料

1,035,000
  9  西部方面職業技術校新築工事費

11,953

15工事請負費 1,019,087

(一般財源)

16原材料費 100

429,274

18備品購入費 784

19
負担金、補

185,313助及び交付
金

3
産業技術短

(本年度) (国庫支出金)

8報償費 34,493 42,453  1  維持運営費
期大学校費

187,131 113,244

9旅費 645

8,674  2  教務運営費(前年度) (使用料及び

11需用費 81,256

101,646  3  高度職業訓練事業費
200,407 手数料)

12役務費 22,999

34,358  4  機械整備費

(比 較) 168,849

13委託料 12,185

△13,276 (諸収入)

14
使用料及び

34,552

9,322

賃借料

(一般財源)

18備品購入費 896

△104,284

19
負担金、補

105助及び交付
金

職業訓練費
(本年度) (国庫支出金)

計
3,101,849 1,818,898

 7款 労働費 2項 職業訓練費

(121)



目 予算額
本年度の
財源内訳

節

区 分 金 額
説 明

千円 千円 千円 千円

(前年度) (県債)

2,427,902 601,000

(比 較) (使用料及び

673,947 手数料)

215,400

(財産収入)

11,632

(諸収入)

30,778

(一般財源)

424,141

 7款 労働費 3項 雇用対策費

目 予算額
本年度の
財源内訳

節

区 分 金 額
説 明

千円 千円 千円 千円

1 雇用対策事 (本年度) (財産収入) 1報酬 1,519,151 65,903  1  中高年齢者雇用対策費
業費

18,278,230 63,778

4共済費 242,545 32,188
  2  高年齢者労働能力活用事業費

(前年度) (繰入金)

7賃金 53,413

74,740  3  障害者雇用対策費
14,450,212 17,744,228

8報償費 5,206

1,171
  4  障害者就労相談センター運営費

(比 較) (諸収入)

9旅費 15,374

8,842  5  障害者就労促進事業費

3,828,018 104,434

11需用費 31,188

81,740  6  若年者雇用対策費

(一般財源)

12役務費 7,872

18,175
  7  駐留軍関係離職者雇用対策費

365,790

13委託料 8,148,216

57,017  8  寿町勤労者雇用対策費

14使用料及び 56,896

120,446  9  日雇労働者福祉対策費

賃借料

977 10  雇用推進対策費

15工事請負費 3,004

 11  ふるさと雇用再生特別基金事業

18備品購入費 500

1,452,370費

19
負担金、補

8,131,119

 12  ふるさと雇用再生特別基金市町

助及び交付

1,658,541村補助金

金

 13  ふるさと雇用再生特別基金積立

25積立金 63,746

9,305金

 14  緊急雇用創出事業臨時特例基金
8,430,507事業費

 15  緊急雇用創出事業臨時特例基金
6,211,867市町村補助金

 16  緊急雇用創出事業臨時特例基金
54,441積立金

 7款 労働費 2項 職業訓練費 3項 雇用対策費

(122)



 7款 労働費 4項 労働委員会費

目 予算額
本年度の
財源内訳

節

区 分 金 額
説 明

千円 千円 千円 千円

1 委員会費 (本年度) (一般財源) 1報酬 57,271 55,671  1  委員報酬
60,900 60,900

9旅費 3,419

委員 21人

(前年度)

10交際費 210

1,600  2  あつせん員報酬
60,900

3,629  3  委員会運営費(比 較)

0

2 事務局費

(本年度) (一般財源)

2給料 97,129 205,216  1  給与費214,284 214,284

3職員手当等 70,467

         20人(前年度)

4共済費 37,620

9,068  2  事務局運営費208,760

8報償費 165

(比 較)

9旅費 850

5,524

11需用費 3,352

12役務費 4,350

13委託料 10

14
使用料及び

294
賃借料

19
負担金、補

47助及び交付
金

労働委員会
(本年度) (一般財源)

費計
275,184 275,184

(前年度)

269,660

(比 較)

5,524

(財産収入)

  1  神奈川県労働教育福祉センター42,188
9,532等土地貸付収入(諸収入)

  2  公共職業安定所土地建物貸付収120,000

32,656入(一般財源)

  3  神奈川県労働者信用基金協会清
△162,188

120,000算金

 7款 労働費 4項 労働委員会費

(123)




